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ひとり親世帯の居住形態の趨勢と地域性  

―『国勢調査』個票データを用いた分析― 

 

余田翔平（国立社会保障・人口問題研究所） 

斉藤知洋（国立社会保障・人口問題研究所） 

 

【要旨】 

 離婚率の上昇に伴い、有子世帯に占めるひとり親世帯の割合は増加傾向にあ

るものの、ひとり親世帯について統計的分析に耐えうるだけのケース数を確保

できる社会調査はそう多くない。公的統計は相対的に大規模な標本を有する

が、ひとり親世帯についてそこから得られる情報は集計データに限定されるこ

とがこれまでは一般的であった。しかしながら、近年、公的統計へのアクセス

の拡大により、公的統計調査の個票データを用いた研究が広がりつつある。 

 そこで本稿では、国勢調査の個票データを用いて、ひとり親世帯の量的趨勢

および居住形態について、地域性にも言及しつつ基礎資料を提供することを目

的とする。居住形態については、子どもからみた祖父母世代との同居を考慮す

ることで、有子世帯を独立世帯（祖父母との同居なし）と多世代同居世帯（祖

父母と同居）とに分類した。 

 分析の結果、以下の点が明らかになった−−（1）1980 年から 2010 年までの

30 年間、有子世帯に占めるひとり親世帯の割合は拡大傾向にあり、その増分

は母子世帯の量的拡大によってもたらされている。（2）北海道・東北・四

国・九州において、ひとり親世帯の割合が高い。（3）ひとり親世帯の中では

多世代同居世帯の割合は安定的であり、2010 年時点では母子世帯のほうが二

人親世帯よりも多世代同居世帯の割合が高い。また、父子世帯の多世代同居割

合は時代を通じて、二人親世帯や母子世帯よりも高い。（4）多世代同居ひと

り親世帯の地域分布は、東北型／西南型の家族類型の分布と概ね一致してい

る。すなわち、ひとり親世帯に占める多世代同居世帯の割合は、東北地方で高

く西南地方で低い。しかしながら、それはひとり親世帯特有の傾向ではなく、

有子世帯全体に観察される多世代同居の地域性を反映しているに過ぎない。 

 

 

１．問題の所在 

 離婚率の上昇に伴い、有子世帯に占めるひとり親世帯の割合は増加傾向にあ

る。ひとり親世帯という世帯形態が社会科学の諸領域で注目を集める最たる理

由は、その経済的脆弱性、すなわち貧困リスクの高さであろう。阿部（2008）

による「子どもの貧困」の議論は、研究者のみならず多くの社会的関心を集め

るに至ったが、そこで日本の子どもの貧困の特徴のひとつとして指摘されたの

が、OECD 諸国内でも最も高い、母子世帯の貧困率であった。そして、ひとり

親世帯のこうした貧困リスクの高さは、そこで暮らす子どもへの影響に研究者

の関心を向かわせることになる。この領域において最も研究蓄積のあるアメリ
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カの知見については McLanahan and Percheski （2008）などのレビュー論文を

参照されたいが、日本でもひとり親世帯の子どもの教育達成などに関する研究

が過去 10 年の間に蓄積されつつある（稲葉  2011）。 

 かつては社会調査で捕捉することが困難なほどマイノリティであったひとり

親世帯は、その量的拡大によって全人口に及ぼすインパクトが増大しつつあ

る。従来の研究では、ひとり親世帯は二人親世帯との比較を通じてその世帯属

性が論じられることが多かったが、その形成要因の変化（死別から離別へのシ

フト）や、東アジアでは西欧諸国と比べて多世代同居率が高いことをふまえる

と（Park 2007）、量的増加とともにひとり親世帯内部にも変化が生じている

可能性がある。とはいえ、ひとり親世帯の諸属性について、時点や地域といっ

た複数の比較軸からの分析を可能にする大規模調査は、少なくとも現時点では

極めて限定される。 

 例えば、厚生労働省の『全国ひとり親世帯等調査』（平成 23 年度までは

『全国母子世帯等調査』）は、母子世帯・父子世帯をそれぞれ数千世帯、数百

世帯の規模で抽出している、ひとり親世帯に関する貴重な基礎資料である。し

かしながら、抽出されているのがひとり親世帯（および父母ともに欠く養育者

世帯）のみであるため、その世帯属性を二人親世帯と直接比較することはでき

ない。 

 そのほか、ひとり親世帯の動向を把握できる公的統計として、総務省『国勢

調査』が挙げられる。国勢調査で公表される集計表には、世帯分類の中に「女

親と子ども」「男親と子ども」を含んでおり、ひとり親とその子（20 歳未満

の未婚子）のみからなる、いわゆる独立ひとり親世帯を把握できる。平成 22

（2010）年調査からは、多世代同居世帯を多く含むと考えられる「母子世帯

（他の世帯員を含む）」「父子世帯（他の世帯員を含む）」も新たに集計対象

となった。しかしながら、集計データという特性上、複数調査回に渡る時系列

比較や、地域間の厳密な比較が困難であることも少なくない。 

 ひとり親世帯に関するこうしたデータの制約を（部分的に）解消するひとつ

の潮流が、公的統計の利用である。大学の研究者や民間企業によって実施され

る一般的な社会調査と比較すると、公的統計は予算・標本規模が概して大き

い。それゆえ、公的統計調査の個票データを利用することで、従来型の社会調

査では統計的分析を行うことが難しかったマイノリティな集団に対して、より

精緻な分析を行うことが可能になる（公的統計調査の個票データの近年の利用

状況については伊藤ほか（2017）に詳しい）。 

 そこで本稿では、国勢調査の個票データを用いて、日本のひとり親世帯につ

いて以下の 2 点に関する記述統計を提供することを目的とする（記述統計の詳

細については付記を参照）。第 1 に、母子世帯・父子世帯それぞれの量的趨勢

と地域差（都道府県間格差）である。第 2 に、シングルペアレントの自身の親

との同居割合に着目し、その趨勢と地域差を記述する。上述のように経済的脆

弱性の高いひとり親世帯にとって、多世代同居は貧困に対するバッファとなる

ことが指摘されており（Shirahase and Raymo 2014）、ひとり親世帯の居住形



IPSS Working Paper Series (J) No.34 
 

 3 

態は、その構成員のウェルビーイングの規定要因のひとつであると考えられる
1)。 

 

２．データと方法 

 使用するデータは総務省『国勢調査』の調査票情報である。国勢調査は、日

本国内の人口・世帯の実態を把握し、各種行政施策のための基礎資料を得るこ

とを目的とし、5 年に 1 度実施される基幹統計である。一般的な社会調査と異

なり、国勢調査は日本に居住する全ての個人及び世帯を対象とした悉皆調査で

ある。本稿の分析では、大規模調査年にあたる昭和 55（1980）年、平成 2

（1990）年、平成 12（2000）年、平成 22（2010）年の 4 時点分の個票データ

を用いる。 

 ひとり親世帯数（実数・推定値）を公表している複数の公的統計において、

ひとり親世帯の定義は親年齢の上限や他の世帯員の有無によって大きく異なる
2)。本稿では、ひとり親世帯を「世帯内に配偶者がいない未婚・離別・死別の

ひとり親と 20 歳未満の未婚子を基礎とする世帯」と操作的に定義する。同一

世帯内に配偶関係が「有配偶・離別・死別」である、または 20 歳以上の未婚

子が含まれる世帯は集計から除外し、比較可能性を担保するために二人親世帯

についても同様の処理を施した。 

 本稿では、調査票情報のうち 20 歳未満の未婚子（子世代 G3）がいる世帯に

限定したうえで、表 1 の分類基準をもとに子どもが所属する世帯形態――①独

立二人親世帯、②多世代同居二人親世帯、③独立母子世帯、④独立父子世帯、

⑤多世代同居母子世帯、⑥多世代同居父子世帯――を類型化した。 

 

表 1 世帯形態の分類方法 

 

 

 国勢調査の調査票情報には「世帯主との続柄」に関する質問項目が含まれて

おり、世帯主を軸として他の世帯員との親族・家族関係を紐づけ、世帯形態を

再分類することができる。「家族類型 16 分類」の回答情報も参照しつつ、世

帯主（有配偶）が親世代であり、世帯主との続柄が「配偶者（有配偶）」およ

び「子」である世帯員のみから構成される世帯を①独立二人親世帯とした。同

祖父母世代（G1） 親世代（G2） 子世代（G3）

1 二人親世帯 夫婦と子供から成る世帯 ― 世帯主／配偶者 子

2 世帯主／世帯主の配偶者 子／子の配偶者 孫

3
世帯主の父母／

世帯主の配偶者の父母
世帯主／配偶者 子

4 独立母子世帯 女親と子供から成る世帯

5 独立父子世帯 男親と子供から成る世帯

6 世帯主／世帯主の配偶者 子／子の配偶者 孫

7
世帯主の父母／

世帯主の配偶者の父母
世帯主 子

8 世帯主／世帯主の配偶者 子／子の配偶者 孫

9
世帯主の父母／

世帯主の配偶者の父母
世帯主 子

― 世帯主 子

世帯形態（本研究） 家族類型16区分（国勢調査）

夫婦，子供と両親から成る世帯
夫婦，子供とひとり親から成る世帯
夫婦，子供と他の親族（親を含まない）
夫婦，子供，親と他の親族から成る世帯
他に分類されない世帯

夫婦，子供と両親から成る世帯
夫婦，子供とひとり親から成る世帯
夫婦，子供と他の親族（親を含まない）
夫婦，子供，親と他の親族から成る世帯
他に分類されない世帯

世帯主との続柄

（多世代）同居二人親世帯

（多世代）同居母子世帯

（多世代）同居父子世帯
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様に③独立母子世帯と④独立父子世帯は、親世代（ひとり親）が世帯主（未

婚・離別・死別）であり、その未婚子が含まれる世帯とした。 

 一方で、子どもから見た祖父母世代（G1）が世帯内に存在する多世代同居

世帯（②⑤⑥）については、その世帯主が祖父母世代（G1）であるか、親世

代（G2）であるかによって集計方法が異なる。祖父母世代が世帯主である場

合、親世代にあたる世帯員の続柄は「子」または「子の配偶者」となり、子世

代は「孫」に相当する。世帯主が親世代である場合には、祖父母世代にあたる

世帯員の続柄は「世帯主の父母」「配偶者の父母」となる。これらの点に留意

しつつ、親世代の性別と配偶関係をもとに②多世代同居二人親世帯、⑤多世代

同居母子世帯、⑥多世代同居父子世帯を特定した。なお、前者の分類（祖父母

世代が世帯主）に際しては、同一世帯内に複数の親世代（G2）ケース（子ど

もから見た叔父・叔母）が存在する場合、子世代との親子関係を識別できない

ため、集計から除外することとした。 

 以上の手続きによって抽出された有子世帯のうち、最後に（1）同一世帯内

に世帯主との続柄で表 1 以外の者（祖父母、兄弟姉妹、他の親族、住み込みの

雇人など）が存在する世帯 3)、（2）調査時点の親世代年齢が 15 歳未満である

世帯、（3）親年齢（親世代）と末子年齢（子世代）の差が 15 歳未満の世帯
4)、いずれかの条件にあてはまるケースを除外し、集計対象となる世帯を確定

させた。なお、以下では簡便のため、「多世代同居世帯」と「同居世帯」とを

相互互換的に使用する。 

 

３．結果 

３．１ ひとり親世帯の量的趨勢と地域分布 

 
図１ 有子世帯における世帯形態の推移  
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 はじめに、有子世帯においてひとり親世帯がどれほどのシェアを占めている

のか、その趨勢を確認する（図 1）。1980 年から 2010 年までの 30 年間、有

子世帯の大多数を占める独立二人親世帯の比率は 71～76 パーセントの間を推

移し、大きく変化していない。一方、同居二人親世帯は減少傾向にあり、その

減少分を補完する形で増加しているのが独立母子世帯である。1980 年時点で

独立母子世帯のシェアは 3 パーセントに過ぎなかったが、2010 年には有子世

帯の 8 パーセントを占めるようになっている。同居母子世帯の割合も増加傾向

にあるものの、後に見ていくように、母子世帯のうち同居母子世帯の占める割

合は 25 パーセント程度に過ぎないため、全有子世帯における割合は比較的小

さい。また、父子世帯の占める割合は対象期間を通じて 0.9〜1.7 パーセント

で推移しており、ほとんど変化がない。  

 つづいて、ひとり親世帯の地域分布を見るために、有子世帯に占めるひとり

親世帯の割合を都道府県別に比較する。全国的に母子世帯・父子世帯の割合が

近年ほど上昇しているが、北海道・東北・四国・九州において母子世帯・父子

世帯の構成割合が高いことがうかがえる。そして、こうした地域性は 30 年間

で大きく変化していない。 

 

 

 

2 0 0 0 2 0 1 0

1 9 8 0 1 9 9 0

0 .0 5 0

0 .0 7 5

0 .1 0 0

0 .1 2 5

母子世帯割合
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図２ 有子世帯に占めるひとり親世帯の割合 

 

３．２ ひとり親世帯の居住形態 

 以下では、子どもから見た祖父母世代との同居を加味することで、二人親世

帯およびひとり親世帯を独立世帯と同居世帯にそれぞれ細分化する。図３は、

世帯形態別に見た、同居世帯の占める割合である。図１からも分かるように、

二人親世帯全体に占める同居二人親世帯は徐々に低下傾向にある。一方で、母

子世帯全体に占める同居母子世帯の割合は、19 パーセント（1980 年）から 22

パーセント（2010 年）に微増しているものの比較的安定的であり、結果とし

て 1980 年には二人親世帯のほうが母子世帯よりも同居世帯割合が高かったも

のの、2010 年にはその傾向が逆転し、母子世帯のほうが二人親世帯よりも同

居世帯割合が高くなっている。父子世帯の同居割合は 40 パーセント程度で推

移しており、他の公的統計でも明らかにされてきた通り、ひとり親の間ではシ

ングルファーザーのほうが同居世帯を形成しやすいことが確認できる。 

2 0 0 0 2 0 1 0

1 9 8 0 1 9 9 0

0 .0 1 0

0 .0 1 5

0 .0 2 0

0 .0 2 5

父子世帯割合
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図３ 世帯形態別にみた、多世代同居世帯の占める割合 

 

 それでは、ひとり親世帯に占める多世代同居世帯の割合に地域性は見られる

のであろうか。図４を見るとまず目を引くのが東北地方（特に、秋田・山形）

におけるひとり親世帯の多世代同居率の高さである。一方で、図２で見たよう

にひとり親世帯が相対的に多く分布していた四国・九州地方においては、ひと

り親世帯の多世代同居率はさほど高くない。 

 同居ひとり親世帯の分布に見られるこうした地域差は、ひとり親世帯に特有

のものなのであろうか。言い換えれば、図４に見られる地域性は、子どものい

る二人親世帯のそれとは異なるものであろうか。答えは否である。図４をあら

ためて見ると、同居ひとり親世帯の地域分布は、多世代同居割合が高い東北地

方と相対的に低い西南地方という、いわゆる東北型／西南型の家族類型に概ね

対応していることが分かる 5)。図５a-d に示したとおり、二人親世帯、母子世

帯、父子世帯それぞれに占める多世代同居世帯の割合の相関係数を取ると、

0.794〜0.946 と高い数値を示す。すなわち、子どものいる二人親世帯の間で同

居率が高い地域は同居ひとり親世帯の比率も高いという傾向が、1980 年から

2010 年の間に一貫して観察されることが分かる。  
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図４ ひとり親世帯に占める多世代同居世帯の割合 

 

2 0 0 0 2 0 1 0

1 9 8 0 1 9 9 0

0 .1 5

0 .2 0

0 .2 5

0 .3 0

0 .3 5

同居割合（ 母子世帯）

2 0 0 0 2 0 1 0

1 9 8 0 1 9 9 0

0 .3

0 .4

0 .5

0 .6

0 .7

同居割合（ 父子世帯）
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図５a 二人親世帯・母子世帯・父子世帯の多世代同居世帯割合の相関 

（1980 年） 

 

 

 

図５b 二人親世帯・母子世帯・父子世帯の多世代同居世帯割合の相関 

（1990 年） 
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図５c 二人親世帯・母子世帯・父子世帯の多世代同居世帯割合の相関 

（2000 年） 

 

 

図５d 二人親世帯・母子世帯・父子世帯の多世代同居世帯割合の相関 

（2010 年） 
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４．結論・議論 

 本稿では、日本のひとり親世帯に関する基礎資料を提示することを目的に、

国勢調査の個票データを用いて、以下の点を明らかにした。 

 

（１）1980 年から 2010 年までの 30 年間、有子世帯に占めるひとり親世帯の

割合は拡大傾向にあり、その増分は母子世帯の量的拡大によってもたら

されている。 

 

（２）北海道・東北・四国・九州において、ひとり親世帯の割合が高い。 

（３）子どものいる二人親世帯に占める多世代同居世帯の割合は低下傾向にあ

る。一方で、ひとり親世帯の中の多世代同居世帯の割合は安定的であ

り、結果として 2010 年時点では母子世帯のほうが二人親世帯よりも多

世代同居世帯の割合が高い。また、ひとり親世帯の中では、母子世帯よ

りも父子世帯のほうが多世代同居割合が高い。 

 

（４）多世代同居ひとり親世帯の地域分布は、東北型／西南型の家族類型と概

ね一致している。すなわち、ひとり親世帯に占める多世代同居世帯の割

合は、東北地方で高く西南地方で低い。しかしながら、それはひとり親

世帯特有の傾向ではなく、有子世帯全体に観察される多世代同居の地域

性を反映しているに過ぎない。そして、そうした傾向は 30 年間安定的

である。 

 

以上を踏まえると、母子世帯の量的拡大という構造的変化が見られる一方

（ただし、これは既存の統計からも自明である）、ひとり親世帯の地域分布、

多世代同居母子世帯の形成とその地域性については 1980 年から 2010 年まで

の間に大きな変化は見られず、むしろそれらの安定性が強固であると結論付け

られる。また、多世代同居世帯の形成割合が二人親世帯とひとり親世帯とで共

通していることも国勢調査の個票データを使うことで初めて明らかにされた点

であると言える。 

 

【注】 

1) 同様の問題関心から、韓国統計庁（Statistics Korea）の 2010 Korean 

Census の調査票情報（うち 2%の抽出サンプルデータ）を用いてひとり親世

帯の居住形態を検討した研究として、Park et al.（2016）が挙げられる。 

2) 代表的な公的統計における母子世帯の定義は以下のとおりである（父子世

帯についても同様）。  

A. 厚生労働省『全国ひとり親世帯等調査』 

「父のいない児童（満 20 歳未満の子どもであって、未婚のもの）がその

母によって養育されている世帯」 
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 B. 厚生労働省『国民生活基礎調査』 

「死別・離別・その他の理由（未婚の場合を含む。）で、現に配偶者のい

ない 65 歳未満の女（配偶者が長期間生死不明の場合を含む）と 20 歳未満の

その子（養子を含む）のみで構成している世帯」 

 C-1. 総務省『国勢調査』母子世帯 

「未婚、死別又は離別の女親と、その未婚の 20 歳未満の子どものみから

成る一般世帯」（ただし、1980 年及び 1985 年調査での母子世帯の女親には

未婚を含めない） 

 C-2. 総務省『国勢調査』母子世帯（他の世帯員がいる世帯） 

「未婚、死別又は離別の女親と、その未婚の 20 歳未満の子ども及び他の

世帯員（20 歳以上の子どもを除く）から成る一般世帯」 

3) 国勢調査をもとに総務省統計局が公表している「母子世帯（他の世帯員を

含む）」「父子世帯（他の世帯員を含む）」には、こうした世帯主との続柄

を持つ世帯員も世帯内に含まれると考えられ、本稿の集計結果との間に差異

が生じうる。 

4) すなわち、親世代は生産人口年齢に入ってから出生を経験すると仮定す

る。これらの仮定を置くのは、祖父母世代と同居する世帯（②⑤⑥、世帯

主：祖父母世代（G1））において、先述の手続きによって特定された親世

代と子世代の年齢差から見て、その子どもの親であると判定し難いケースが

見られたためである。  

5) 同居ひとり親世帯の分布に関するこうした地域性については、2010 年国勢

調査の集計データを利用した稲葉（2020）によってすでに報告されてい

る。 
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